
平成２６年度
甲賀市財務書類４表〈概要版〉（連結）

貸借対照表

総務部
財政課

新地方公会計制度に基づき、平成２６年度の一般会計と全ての特別会計と企業会計及び関
連団体を合算した市全体の財務状況がわかる「財務書類４表」の概要をお知らせします。

資産の部（これまで積み上げてきた資産） 負債の部（将来の世代が負担する⾦額）
勘定科⽬ 25年度末 26年度末 対前年⽐ 勘定科⽬ 25年度末 26年度末 対前年⽐

⾦融資産合計 27,666 28,538 872 流動負債 9,418 9,945 527

資⾦ 10,309 10,448 139 公債(短期) 6,361 6,296 ▲65

債権 3,642 4,626 984 短期借⼊⾦ 141 84 ▲57

(控除)貸倒引当⾦ ▲134 ▲108 26 その他 2,916 3,565 649

有価証券 0 0 0 ⾮流動(固定)負債 87,084 94,582 7,498

投資等 13,849 13,572 ▲277 公債 78,046 75,570 ▲2,476

⾮⾦融(公共)資産合計 235,079 285,989 50,910 借⼊⾦ 111 89 ▲22

事業⽤資産 104,613 91,556 ▲13,057 引当⾦ 8,509 7,991 ▲518

インフラ資産 130,466 194,433 63,967 その他 418 10,932 10,514

繰延資産 0 0 0 負債の部合計 96,502 104,527 8,025

純資産の部（現在までの世代が負担した⾦額）
純資産の部合計 166,243 210,000 43,757

資産の部合計 262,745 314,527 51,782 負債・純資産の部合計 262,745 314,527 51,782

資産の部 負債・純資産の部
下⽔道事業のインフラ資産を新たに計上した
ことにより資産価値が約518億円増加

平成27年3⽉31⽇現在 単位：百万円

法改正の影響により負債総額が約80億円増加

市は道路や橋梁などのインフラ資産や、学校や庁
舎などの事業資産、現金や債券などの金融資産と
いった多くの資産を保有しています。今回、新たに下
水道事業のインフラ資産を計上したことが影響し、総
資産は前年度比で約518億円増加し、約3,145億円
となっています。

市ではさまざまな施設を整備するために市債を発
行してきました。平成26年度では過去に発行した市

債の償還を進めましたが、法改正による会計基準の
見直しの影響により、負債総額は前年度比約80億
円増加しました。資産総額から負債総額を差し引い
た純資産の額は前年度比から約438億円増加し、
2,100億円となっています。

♘市⺠１⼈当たりの貸借対照表

市民１人あたりの貸借対照表は、上記の貸借対照
表の値を平成27年3月31日現在の甲賀市の人口
92,533人で割ったものです。
市民１人あたりの資産は約340万円、負債は約113

万円、純資産は約227万円となっています。

資産
約340万円

うち、事業用資産 99万円
インフラ資産210万円

負債
約113万円

うち借金（公債）残高88万円

純資産
約227万円



資⾦収⽀計算書

純資産変動計算書

⾏政コスト計算書
勘定科⽬ 25年度末 26年度末 対前年⽐

経常費⽤(⾏政コスト総額) 65,028 67,072 2,044

⼈件費 13,243 13,800 557

物件費 12,731 12,978 247

経費 5,988 5,872 ▲116

業務関連費⽤ 1,884 1,953 69

移転⽀出 31,182 32,469 1,287

経常収益 13,778 15,502 1,724

業務収益 12,490 13,323 833

業務関連収益 1,288 2,179 891

純⾏政コスト
(経常費⽤－経常収益) 51,250 51,570 320

平成26年4⽉1⽇〜平成27年3⽉31⽇ 単位：百万円

純⾏政コストは前年度⽐約3億円の増加

福祉や教育などの資産形成に繋がらない人
的・給付的な行政サービス提供にかかったコスト
（人件費、物件費、補助金など移転支出的な費
用を合わせた総行政コスト）は、約671億円とな
り、前年度から約20億円の増加となりました。

一方、行政サービス提供の対価である使用料、
手数料などの経常収益は前年度比約17億円増
の約155億円となり、純行政コストは前年度比約
3億円増の約516億円となりました。

勘定科⽬ 25年度末 26年度末 対前年⽐
前期末残⾼ 168,593 166,243 ▲2,350
財源変動の部 1,930 3,726 1,796

財源の使途 58,518 59,146 628

財源の調達 60,448 62,872 2,424

資産形成充当財源変動の部 ▲1,866 67,479 69,345

固定資産の変動 ▲2,383 67,542 69,925

⻑期⾦融資産の変動 540 24 ▲516

評価・換算差額等の変動 ▲23 ▲87 ▲64

その他の純資産変動の部 ▲2,414 ▲27,448 ▲25,034
当期変動額合計 ▲2,350 43,757 46,107
当期末残⾼ 166,243 210,000 43,757

平成26年4⽉1⽇〜平成27年3⽉31⽇ 単位：百万円

純資産は前年度⽐約438億円の増加

財源変動の部は、財源の使途よりも財源の調
達が大きくなり約37億円のプラスとなりました。

また、資産形成充当財源変動の部は、資産の
減耗、償却による資産価値の低下があったもの
の、新たに下水道事業のインフラ資産を計上し
たため、純資産が約675億円増加しました。
その他の純資産変動も加味した平成26年度末

の最終的な純資産は、約438億円増加し約
2,100億円となりました。

勘定科⽬ 25年度末 26年度末 対前年⽐
経常的収⽀区分 5,891 7,215 1,324

経常的⽀出 61,959 61,349 ▲610

経常的収⼊ 67,850 68,564 714

資本的収⽀区分 ▲3,417 ▲2,650 767

資本的⽀出 3,937 3,762 ▲175

資本的収⼊ 520 1,112 592

基礎的財政収⽀ 2,474 4,565 2,091

財務的収⽀区分 ▲2,910 ▲4,477 ▲1,567

財務的⽀出（注） 8,087 8,583 496

財務的収⼊ 5,177 4,106 ▲1,071

当期資⾦収⽀ ▲436 88 524

期⾸資⾦残⾼ 10,745 10,360 ▲385

期末資⾦残⾼ 10,309 10,448 139

（注）うち、公債・借⼊⾦
⽀払利息⽀出 1,539 1,437 ▲102

平成26年4⽉1⽇〜平成27年3⽉31⽇ 単位：百万円

基礎的財政収⽀は約46億円の⿊字を確保

経常的収支、資本的収支を合計した基礎的財
政収支（プライマリーバランス）は、前年度比約
21億円の増加となり、約46億円の黒字になりま
した。

この基礎的財政収支が黒字でないと、市債残
高を減らすことができないため、財政状況をみる
うえで重要な指標となります。

地方債等の発行収入と元利償還金支出の収
支を表す財務的収支は、地方債等の償還を進
めているため、約45億円のマイナスとなりました

が、基礎的財政収支の黒字を差し引くことで、当
期資金収支は約1億円の黒字となりました。


